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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第90期

第２四半期
連結累計期間

第91期
第２四半期
連結累計期間

第90期

会計期間
自平成26年４月１日
至平成26年９月30日

自平成27年４月１日
至平成27年９月30日

自平成26年４月１日
至平成27年３月31日

売上高 （百万円） 4,627 4,652 9,693

経常利益 （百万円） 558 457 1,385

親会社株主に帰属する四半期

（当期）純利益
（百万円） 368 308 938

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） 416 320 1,076

純資産額 （百万円） 6,273 7,110 6,874

総資産額 （百万円） 10,275 10,657 10,894

１株当たり四半期（当期）純利

益金額
（円） 30.76 25.73 78.40

潜在株式調整後１株当たり四半

期（当期）純利益金額
（円） － － －

自己資本比率 （％） 58.6 64.2 60.7

営業活動によるキャッシュ・フ

ロー
（百万円） 359 125 991

投資活動によるキャッシュ・フ

ロー
（百万円） △224 △196 △407

財務活動によるキャッシュ・フ

ロー
（百万円） 35 △179 △223

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高
（百万円） 2,627 2,576 2,822

 

回次
第90期

第２四半期
連結会計期間

第91期
第２四半期
連結会計期間

会計期間
自平成26年７月１日
至平成26年９月30日

自平成27年７月１日
至平成27年９月30日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 21.41 17.05

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等（消費税及び地方消費税をいう。以下同じ。）は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

４．「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13日）等を適用し、第１四半期連結累

計期間より、「四半期（当期）純利益」を「親会社株主に帰属する四半期（当期）純利益」としておりま

す。

 

２【事業の内容】

　当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び連結子会社）が営む事業の内容について、重要な変

更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第２四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

　当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

第１四半期連結累計期間より、「企業結合に関する会計基準」(企業会計基準第21号 平成25年９月13日)等を適用

し、「四半期純利益」を「親会社株主に帰属する四半期純利益」としております。

 

(1）業績の状況

当第２四半期連結累計期間における世界経済の動向としては、米国では消費が引き続き堅調に推移しているもの

の、生産・投資に減速化が見られ、欧州でも緩い回復が続いているが投資の動きは鈍く、また中国をはじめとする

新興国でも減速傾向にあるなど、世界経済全体としては、緩やかな回復傾向ながら先行きに不透明感は広がってお

ります。

一方日本経済は、円安、原油安あるいは経済政策を背景に回復基調が続いているが、輸出や設備投資の鈍化傾向

など景気の下振れリスクも懸念されております。

こうした中、当社グループにおいては、オートモティブ部門は、国内主体に自動車整備関連市場などで安定的に

推移いたしました。また、インダストリアル部門では主力製品であるダイアフラムポンプにおいて、米国では自動

車製造関連向けに伸びた反面、シェールガス、シェールオイル市場は原油安の影響を受け大幅に減少し、欧州で

は、ドイツ向けが増加した反面、ウクライナ問題などで東欧市場は低調に推移いたしました。また中国では、景気

減速による影響が製造業全体に広がりを見せており、売上が減少するなど、世界的にも地域別、産業別で明暗が分

かれる傾向が顕著となりました。

この結果、当第２四半期連結累計期間の連結売上高は4,652百万円（前年同期比24百万円、0.5％増）となりまし

た。売上高を部門別にみますと、オートモティブ部門は1,188百万円（前年同期比19百万円、1.6％増）、インダス

トリアル部門は2,804百万円（前年同期比△24百万円、0.9％減）となり、上記部門に属さないサービス部品や修理

売上などのその他の部門の売上高は659百万円（前年同期比29百万円、4.7％増）となりました。

利益面では、売上総利益は1,840百万円（前年同期比△29百万円、1.6％減）となり、営業利益は407百万円（前

年同期比△147百万円、26.6％減）、経常利益は457百万円（前年同期比△100百万円、18.0％減）となり、親会社

株主に帰属する四半期純利益は308百万円（前年同期比△60百万円、16.4％減）となりました。

当第２四半期連結累計期間における報告セグメントの業績は次のとおりであります。

日本における外部顧客に対する売上高は2,618百万円（前年同期比△62百万円、2.3％減）、営業利益は115百万

円（前年同期比△198百万円、63.2％減）となりました。米国における外部顧客に対する売上高は1,420百万円（前

年同期比81百万円、6.1％増）、営業利益は190百万円（前年同期比△21百万円、10.1％減）となりました。オラン

ダにおける外部顧客に対する売上高は468百万円（前年同期比20百万円、4.7％増）、営業利益は71百万円（前年同

期比27百万円、63.3％増）となりました。中国における外部顧客に対する売上高は144百万円（前年同期比△14百

万円、9.0％減）、営業利益は13百万円（前年同期比1百万円、9.9％増）となりました。

また、当第２四半期連結累計期間の連結売上高に占める海外売上高は2,329百万円（前年同期比34百万円、1.5％

増）で、その割合は50.1％となりました。

当第２四半期連結会計期間末における資産合計は10,657百万円となり、前連結会計年度末に比べ237百万円の減

少となりました。これは主に現金及び預金の減少（△241百万円）等によるものであります。

負債合計は3,546百万円となり、前連結会計年度末に比べ473百万円の減少となりました。これは主に未払法人税

等の減少（△159百万円）、支払手形及び買掛金の減少（△111百万円）、長短借入金の減少（△81百万円）、未払

金の減少（△76百万円）等によるものであります。

純資産合計は7,110百万円となり、前連結会計年度末に比べ236百万円の増加となりました。これは主に利益剰余

金の増加（224百万円）、為替換算調整勘定の増加（14百万円）等によるものであります。

この結果、自己資本比率は64.2％となりました。

 

(2）キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物は2,576百万円となり、前連結会計年度末に比べ246百

万円の減少となりました。

当第２四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

営業活動によるキャッシュ・フローは125百万円の純収入（前年同期は359百万円の純収入）となりました。これ

は主に税金等調整前四半期純利益455百万円、売上債権の減少37百万円等の収入要因があったものの、法人税等の

支払額269百万円、仕入債務の減少81百万円等の支出要因があったことによるものであります。

投資活動によるキャッシュ・フローは196百万円の純支出（前年同期は224百万円の純支出）となりました。これ

は主に有形固定資産の取得による199百万円等の支出要因があったことによるものであります。

財務活動によるキャッシュ・フローは179百万円の純支出（前年同期は35百万円の純収入）となりました。これ

は主に短期借入金の増加127百万円等の収入要因があったものの、長短借入金の返済による208百万円、配当金の支

払による81百万円等の支出要因があったことによるものであります。

 

(3）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

(4）研究開発活動

当第２四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は25,081千円であります。

なお、当第２四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 48,000,000

計 48,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成27年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成27年11月13日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 12,000,000 12,000,000
東京証券取引所

（市場第二部）

権利内容に何

ら限定のない

当社における

標準となる株

式であり、単

元株式数は

1,000株であり

ます。

計 12,000,000 12,000,000 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数

（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成27年７月１日～

平成27年９月30日
－ 12,000,000 － 600,000 － 53,746
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（６）【大株主の状況】

  平成27年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合
（％）

山田　昌太郎 東京都大田区 875 7.29

㈱豊和 東京都大田区中央５丁目７番14号 865 7.20

㈱埼玉りそな銀行 埼玉県さいたま市浦和区常盤７丁目４番１号 588 4.90

㈱バンザイ 東京都港区芝２丁目31番19号 434 3.62

山田　豊雄 東京都大田区 415 3.45

山田　和正 千葉県浦安市 382 3.18

不二サッシ㈱ 神奈川県川崎市幸区鹿島田１丁目１番２号 300 2.50

山田　三千子 東京都大田区 249 2.07

佐々木　安男 東京都目黒区 239 1.99

山田　幸太郎 東京都大田区 231 1.92

計 － 4,579 38.16
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成27年９月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式　　 25,000 －

権利内容に何ら限定のない

当社における標準となる株

式

完全議決権株式（その他） 普通株式 11,942,000 11,942 同上

単元未満株式 普通株式　　 33,000 － 同上

発行済株式総数 12,000,000 － －

総株主の議決権 － 11,942 －

　（注）　１．上記「完全議決権株式（その他）」の中には、証券保管振替機構名義の株式が6,000株（議決権の数6個）

含まれております。

２．上記「単元未満株式」の中には、当社所有の自己株式72株が含まれております。

②【自己株式等】

平成27年９月30日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合

（％）

㈱ヤマダコーポレーショ

ン

東京都大田区南馬込　

1-1-3
25,000 － 25,000 0.20

計 － 25,000 － 25,000 0.20

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について
　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（平成27年７月１日から平

成27年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成27年４月１日から平成27年９月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、青南監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度

(平成27年３月31日)
当第２四半期連結会計期間

(平成27年９月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 2,792,528 2,551,194

受取手形及び売掛金 1,734,978 1,699,458

有価証券 50,825 50,833

商品及び製品 1,414,379 1,427,980

仕掛品 273,947 335,209

原材料及び貯蔵品 387,134 434,594

繰延税金資産 182,594 173,409

その他 158,840 116,123

貸倒引当金 △7,708 △8,384

流動資産合計 6,987,521 6,780,418

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 1,665,221 1,619,468

土地 1,194,666 1,196,686

その他（純額） 588,872 627,261

有形固定資産合計 3,448,759 3,443,416

無形固定資産 37,751 17,860

投資その他の資産 ※１ 420,682 ※１ 415,831

固定資産合計 3,907,193 3,877,108

資産合計 10,894,715 10,657,526

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 1,521,294 1,410,029

短期借入金 98,000 110,000

1年内返済予定の長期借入金 298,329 281,449

未払法人税等 204,199 44,343

賞与引当金 131,257 132,089

未払費用 136,452 135,144

その他 180,751 95,341

流動負債合計 2,570,284 2,208,397

固定負債   

長期借入金 645,881 569,427

繰延税金負債 244,279 241,154

退職給付に係る負債 416,062 410,425

資産除去債務 20,349 20,349

長期未払金 43,200 32,270

その他 80,327 64,946

固定負債合計 1,450,100 1,338,573

負債合計 4,020,384 3,546,971
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  （単位：千円）

 
前連結会計年度

(平成27年３月31日)
当第２四半期連結会計期間

(平成27年９月30日)

純資産の部   

株主資本   

資本金 600,000 600,000

資本剰余金 58,187 58,187

利益剰余金 5,686,177 5,910,415

自己株式 △5,144 △5,435

株主資本合計 6,339,220 6,563,166

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 108,822 105,184

為替換算調整勘定 161,968 176,850

その他の包括利益累計額合計 270,791 282,035

非支配株主持分 264,319 265,353

純資産合計 6,874,330 7,110,555

負債純資産合計 10,894,715 10,657,526
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年９月30日)

売上高 4,627,279 4,652,147

売上原価 2,756,664 2,811,312

売上総利益 1,870,614 1,840,834

販売費及び一般管理費 ※１ 1,315,077 ※１ 1,433,161

営業利益 555,537 407,673

営業外収益   

受取利息 1,192 893

受取配当金 6,925 8,614

負ののれん償却額 2,445 2,445

為替差益 － 27,557

その他 10,641 27,360

営業外収益合計 21,205 66,872

営業外費用   

支払利息 8,121 7,149

売上割引 6,822 6,640

為替差損 3,655 －

その他 15 3,058

営業外費用合計 18,613 16,848

経常利益 558,129 457,697

特別利益   

固定資産売却益 12,209 331

特別利益合計 12,209 331

特別損失   

固定資産処分損 1,079 2,030

特別損失合計 1,079 2,030

税金等調整前四半期純利益 569,258 455,997

法人税、住民税及び事業税 212,810 139,154

法人税等調整額 △9,913 7,741

法人税等合計 202,897 146,895

四半期純利益 366,361 309,102

非支配株主に帰属する四半期純利益又は非支配株主

に帰属する四半期純損失（△）
△2,001 1,034

親会社株主に帰属する四半期純利益 368,362 308,068
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年９月30日)

四半期純利益 366,361 309,102

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 1,684 △3,638

為替換算調整勘定 48,223 14,881

その他の包括利益合計 49,908 11,243

四半期包括利益 416,269 320,346

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 418,271 319,311

非支配株主に係る四半期包括利益 △2,001 1,034

 

EDINET提出書類

株式会社　ヤマダコーポレーション(E02180)

四半期報告書

12/19



（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：千円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 569,258 455,997

減価償却費 130,289 154,815

負ののれん償却額 △2,445 △2,445

受取利息及び受取配当金 △8,117 △9,508

支払利息 8,121 7,149

売上債権の増減額（△は増加） 85,153 37,682

たな卸資産の増減額（△は増加） 50,930 △111,254

仕入債務の増減額（△は減少） △95,501 △81,438

その他 △8,634 △58,287

小計 729,054 392,710

利息及び配当金の受取額 8,117 9,508

利息の支払額 △8,051 △7,135

法人税等の支払額 △369,981 △269,950

営業活動によるキャッシュ・フロー 359,138 125,132

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △504 △5,504

定期預金の払戻による収入 500 500

有形固定資産の取得による支出 △265,691 △199,402

有形固定資産の売却による収入 36,734 9,910

投資有価証券の取得による支出 △1,152 △1,307

その他 5,582 △218

投資活動によるキャッシュ・フロー △224,530 △196,022

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入れによる収入 157,988 127,000

短期借入金の返済による支出 △147,000 △115,000

長期借入れによる収入 400,000 －

長期借入金の返済による支出 △285,330 △93,102

配当金の支払額 △74,377 △81,292

その他 △15,437 △16,636

財務活動によるキャッシュ・フロー 35,842 △179,031

現金及び現金同等物に係る換算差額 14,810 3,591

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 185,260 △246,330

現金及び現金同等物の期首残高 2,442,526 2,822,639

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※１ 2,627,786 ※１ 2,576,308
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

該当事項はありません。

 

（会計方針の変更）

（企業結合に関する会計基準等の適用）

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13日。以下「企業結合会計基準」とい

う。）、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成25年９月13日。以下「連結会計基準」

という。）及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号 平成25年９月13日。以下「事業分離等

会計基準」という。）等を第１四半期連結会計期間から適用し、支配が継続している場合の子会社に対する当社

の持分変動による差額を資本剰余金として計上するとともに、取得関連費用を発生した連結会計年度の費用とし

て計上する方法に変更しております。また、第１四半期連結会計期間の期首以後実施される企業結合について

は、暫定的な会計処理の確定による取得原価の配分額の見直しを企業結合日の属する四半期連結会計期間の四半

期連結財務諸表に反映させる方法に変更しております。加えて、四半期純利益等の表示の変更及び少数株主持分

から非支配株主持分への表示の変更を行っております。当該表示の変更を反映させるため、前第２四半期連結累

計期間及び前連結会計年度については、四半期連結財務諸表及び連結財務諸表の組替えを行っております。

企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58－２項(4)、連結会計基準第44－５項(4)及び事

業分離等会計基準第57－４項(4)に定める経過的な取扱いに従っており、第１四半期連結会計期間の期首時点か

ら将来にわたって適用しております。

これによる損益に与える影響はありません。

 

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

　該当事項はありません。

 

（四半期連結貸借対照表関係）

※１　資産の金額から直接控除している貸倒引当金の額

 
前連結会計年度

（平成27年３月31日）
当第２四半期連結会計期間
（平成27年９月30日）

投資その他の資産 5,954千円 5,589千円

 

（四半期連結損益計算書関係）

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
　前第２四半期連結累計期間
（自 平成26年４月１日

　　至 平成26年９月30日）

　当第２四半期連結累計期間
（自 平成27年４月１日

　　至 平成27年９月30日）

荷造・運賃 59,050千円 58,796千円

広告宣伝費 29,596 43,307

役員・従業員給与手当 537,777 570,698

賞与手当 39,646 39,199

法定福利費及び福利厚生費 112,686 121,969

賞与引当金繰入額 64,327 68,025

退職給付費用 40,503 28,900

減価償却費 50,358 75,408

支払賃借料 32,920 33,809
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（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
前第２四半期連結累計期間
（自 平成26年４月１日
至 平成26年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自 平成27年４月１日
至 平成27年９月30日）

現金及び預金勘定 2,597,686千円 2,551,194千円

有価証券勘定（マネー・マネージメント・

ファンド）
50,815 50,833

預入期間が３か月を超える定期預金 △20,715 △25,719

現金及び現金同等物 2,627,786 2,576,308

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自　平成26年４月１日　至　平成26年９月30日）

１．配当金支払額

（決 議） 株式の種類 配当金の総額
１株当たり
配当額

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年６月27日
定時株主総会

普通株式 71,858千円 6.00円  平成26年３月31日  平成26年６月30日 利益剰余金

 

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間

末日後となるもの

（決 議） 株式の種類 配当金の総額
１株当たり
配当額

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年11月７日
取締役会

普通株式 59,881千円 5.00円  平成26年９月30日  平成26年12月８日 利益剰余金

 

Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自　平成27年４月１日　至　平成27年９月30日）

１．配当金支払額

（決 議） 株式の種類 配当金の総額
１株当たり
配当額

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年６月26日
定時株主総会

普通株式 83,829千円 7.00円  平成27年３月31日  平成27年６月29日 利益剰余金

 

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間

末日後となるもの

（決 議） 株式の種類 配当金の総額
１株当たり
配当額

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年11月10日
取締役会

普通株式 71,849千円 6.00円  平成27年９月30日  平成27年12月７日 利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自平成26年４月１日 至平成26年９月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

    （単位：千円）

 報告セグメント
合計

 日本 米国 オランダ 中国

売上高      

外部顧客への売上高 2,681,438 1,339,293 447,978 158,567 4,627,279

セグメント間の内部売上高又は振替高 886,760 42,995 6,192 － 935,948

計 3,568,198 1,382,289 454,171 158,567 5,563,227

セグメント利益 314,714 211,528 43,824 12,027 582,094

 

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の

主な内容（差異調整に関する事項）

 （単位：千円）

利益 金額

報告セグメント計 582,094

セグメント間取引消去 14

棚卸資産の調整額 △26,571

四半期連結損益計算書の営業利益 555,537

 

Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自平成27年４月１日 至平成27年９月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

    （単位：千円）

 報告セグメント
合計

 日本 米国 オランダ 中国

売上高      

外部顧客への売上高 2,618,703 1,420,331 468,874 144,237 4,652,147

セグメント間の内部売上高又は振替高 982,208 31,322 4,193 － 1,017,724

計 3,600,912 1,451,653 473,068 144,237 5,669,871

セグメント利益 115,772 190,248 71,560 13,213 390,794

 

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の

主な内容（差異調整に関する事項）

 （単位：千円）

利益 金額

報告セグメント計 390,794

セグメント間取引消去 △1,859

棚卸資産の調整額 18,737

四半期連結損益計算書の営業利益 407,673
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（金融商品関係）

前連結会計年度の末日に比べて著しい変動がないため、注記を省略しております。

 

（有価証券関係）

　前連結会計年度の末日に比べて著しい変動がないため、注記を省略しております。

 

（デリバティブ取引関係）

　該当事項はありません。

 

（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自　平成26年４月１日
至　平成26年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成27年４月１日
至　平成27年９月30日）

１株当たり四半期純利益金額 30円76銭 25円73銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益金額

（千円）
368,362 308,068

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期

純利益金額（千円）
368,362 308,068

普通株式の期中平均株式数（千株） 11,976 11,975

 （注）　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

 

２【その他】

平成27年11月10日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

(イ）配当金の総額………………………………………71,849千円

(ロ）１株当たりの金額…………………………………６円00銭

(ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日…………平成27年12月７日

（注） 平成27年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。

 

EDINET提出書類

株式会社　ヤマダコーポレーション(E02180)

四半期報告書

17/19



第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成27年11月13日

株式会社ヤマダコーポレーション

取締役会　御中

 

青南監査法人

 

 
代表社員
業務執行社員

 公認会計士 齋藤　敏雄　　印

 

 業務執行社員  公認会計士 松本　次夫　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ヤマダ

コーポレーションの平成27年４月１日から平成28年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成27年７

月１日から平成27年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成27年４月１日から平成27年９月30日まで）に係る

四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連

結キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ヤマダコーポレーション及び連結子会社の平成27年９月30日

現在の財政状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に

表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

　（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

　２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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